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令和６年度決算に基づく健全化判断比率に対する審査の意見について

地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項の規定に基づき審査に付

された健全化判断比率を審査したので、次のとおりその意見を提出する。
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令和６年度決算健全化判断比率審査意見書

１ 審査の対象

健全化判断比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類

２ 審査の期間

令和７年７月１６日から令和７年８月１日まで

３ 審査の方法

健全化判断比率の算定の基礎となる事項を記載した書類は、法令の定めるところに従って適正に

作成されているかを主眼として審査した。

４ 審査の結果

健全化判断比率の算定の基礎となる事項を記載した書類は、いずれも法令の定めるところに従っ

て適正に作成されていると認められた。

審査結果の内容等は、次のとおりである。

（１）健全化とは

地方公共団体の財政の健全化に関する法律の規定に基づき算定された各指標のいずれかが基準

値以上になった地方公共団体は、財政健全化計画の策定、財政再生計画の策定、外部監査の実施

などが義務付けられ、財政等の健全化を図ることになる。

①各指標と対象

令和６年度決算の各指標及びその対象は、次のとおりである。

指標
対 象

健全化判断比率

一般会計
一般会計等 実質赤字比率

用地取得事業特別会計

国民健康保険事業特別会計
連結実質赤字比率

公営事業会計 介護保険事業特別会計

後期高齢者医療事業特別会計

秦野市伊勢原市環境衛生組合 実質公債費比率

金目川水害予防組合
将来負担比率

一部事務組合等
神奈川県市町村職員退職手当

組合

神奈川県後期高齢者医療広域

連合

伊勢原市土地開発公社
公 社 等

(一財)伊勢原市事業公社
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②各指標値と基準値

令和６年度決算の各指標値及びその基準値は、次のとおりである。

基 準 値

指 標 伊勢原市の値 早期(経営)健全化基準 財政再生基準

注 （国の関与による健全化）( )1 （自主的な健全化）

健全 実質赤字比率 － １２．３５％ ２０％

化判 連結実質赤字比率 － １７．３５％ ３０％

断比 実質公債費比率 ６．７％ ２５％ ３５％

率 将来負担比率 ３１．９％ ３５０％

（注）１ 「－」は、算定値がないもの。

（２）健全化判断比率

令和６年度決算の各指標の算定方法等は、次のとおりである。

①実質赤字比率

実質赤字比率とは、一般会計等を対象とした実質赤字（実質収支の赤字額）の標準財政規模

に対する比率のことで、本年度は、前年度と同様、黒字のため算定値はない。

実質赤字額
算定額なし

＝ 算定値なし
標準財政規模
２１，５１６，５６８千円

②連結実質赤字比率

連結実質赤字比率とは、一般会計等及び公営事業会計を対象とした連結実質赤字の標準財政

規模に対する比率のことで、本年度は、前年度と同様、黒字のため算定値はない。

連結実質赤字額
算定額なし

＝ 算定値なし
標準財政規模
２１，５１６，５６８千円

③実質公債費比率

実質公債費比率とは、一般会計等、公営事業会計及び一部事務組合等を対象とした一般財源

が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模に対する比率のことで、本年度におけ

る３箇年平均は６．７％を示し、早期健全化基準の２５％を下回っている。

ア 本年度

元利償還金充当一般財源等額 準元利償還金充当一般財源等額 元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額（ ＋ ）－
（1,872,419千円 ＋ 1,010,548千円） － 1,819,385千円

＝ 5.39967％
元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額標準財政規模 －

21,516,568千円 － 1,819,385千円

イ ３箇年平均

前々年度8.49654％ ＋ 前年度6.38667％ ＋ 本年度5.39967％
＝ ６．７％

３箇年
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④将来負担比率

将来負担比率とは、一般会計等、公営事業会計、一部事務組合等及び公社等が将来負担すべ

き実質的な負債の標準財政規模に対する比率のことで、本年度は３１．９％を示し、早期健全

化基準の３５０％を下回っている。

将来負担額 －（ ＋ ＋ ）充当可能基金額 充当可能特定財源見込額 地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額
33,300,245千円 －（2,448,996千円 ＋6,682,918千円＋17,869,077千円）

＝31.9％
元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額標準財政規模 －

21,516,568千円 － 1,819,385千円

一般会計等の将来負担額の内訳 （単位：千円）

年度末地方債現在高 １８，６８６，８８１

債務負担行為に基づく支出予定額 ２，８８９，６１６

公営事業会計の地方債元金償還財源に係る繰入見込額 ８，０５０，２２７

一部事務組合等の地方債元金償還財源に係る負担見込額 ８８６，８２５

退職手当支給予定額に係る負担見込額 ２，７８６，６９６

公社等の負債額に係る負担見込額 ０

連結実質赤字額 ０

一部事務組合等の連結実質赤字額に係る負担見込額 ０

計 ３３，３００，２４５


